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第一 目的 

 

我が国は、経済の低成長への移行、国民生活や意識の変化などに直面しており、

平均寿命の伸長や予想を上回る出生率の低下に加え、人口が減少に転じることが明

らかになった。 

こうした大きな環境の変化に応じ、医療制度についても、人口の高齢化及び支え

手の減少に対応した持続可能な制度とすることが求められている。 

    

このような状況に対応するため、国民が健康と長寿を確保しつつ、医療費の適正

化に資することから、生活習慣病を中心とした疾病予防を重視することとし、高齢

者の医療の確保に関する法律（昭和 57 年法律第 80 号）に基づいて、当共済組合に

おいても 40 歳以上 75 歳未満の組合員及び被扶養者に対し、糖尿病等の生活習慣病

に関する健康診査（特定健康診査）及び健康診査の結果により健康の保持に努める

必要がある者に対する保健指導（特定保健指導）を実施することとされた。 

    

本計画は、当共済組合の特定健康診査及び特定保健指導（以下「特定健康診査等」

という。）の実施方法に関する基本的な事項、特定健康診査等の実施並びにその成果

に係る目標に関する基本的事項について定めることを目的とする。 

 

なお、本計画は、高齢者の医療の確保に関する法律第 19 条により、五年ごとに、

五年を一期として定めるものとする。 
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第二 佐賀県市町村職員共済組合の現況 

 

 当共済組合は、県内の市役所及び町役場に勤務している地方公務員及びその被扶養

者に対し、医療、年金及び福祉の三事業を行っている。 

 

 平成１８年度末における所属所数は４９である。 

  

 組合員（任意継続組合員を除く。以下同じ。）数は９,９０７人で、平均年齢は４４

歳である。 

また、被扶養者等（任意継続組合員及び任意継続組合員の被扶養者を含む。以下同

じ。）数は１３，２９７人で、平均年齢は４８歳、男性が全体の約４割を占めている。 

 

健康診断について、組合員にあっては、所属所の事業主健診又は当共済組合の人間

ドックにより行っている。 

所属所の事業主健診については、所属所が委託する健診機関で実施し、人間ドック

については、当共済組合が契約する１９カ所の健診機関で実施している。 

また、被扶養者にあっては、各市町村が実施する住民健診又は当共済組合の人間ド

ックにより実施している。 

 

保健指導については、事業主健診及び人間ドック受診後、産業医等による所属所内

での実施及び一部の健診機関で実施している。 
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第三 達成目標 

 

１ 特定健康診査の実績に係る目標 

平成 24 年度における特定健康診査の目標実施率については、国が定める率 80％ 

とする。 

なお、この目標を達成するために、平成 20 年度以降の実施率（目標）は次のと

おりである。 

（％）

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 国の参酌標準

組 合 員 90 90 90 90 90 －

被扶養者 60 65 65 70 70 －

計 80 81.4 81.4 83.3 83.4 80

 

 

２ 特定保健指導の実施に係る目標 

平成 24 年度における特定保健指導の実施率を 45％とする。 

なお、この目標を達成するために、平成 20 年度以降の実施率（目標）は次のと

おり定める。 

 

   

組合員＋被扶養者 （％）

２０年度２１年度２２年度２３年度２４年度 国の参酌標準

４０歳以上対象
者数（人）

8,959 8,992 8,915 8,770 8,674 －

特定保健指導対
象者数（人）

1,867 1,907 1,892 1,901 1,871 －

実施率 14 20 30 37 45 45

実施者数（人） 270 385 560 700 850 －
  

 

３ 特定健康診査等の実施の成果に係る目標 

     平成 24 年度において、平成 20 年度と比較したメタボリックシンドロームの該

当者及び予備群の減少率を 10％以上とする。（国の基本指針が示す参酌標準を踏ま

えて設定。） 
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第四 特定健康診査等の対象者数  

 

１ 特定健康診査 

 

  

対象者数 （人）

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

組 合 員（推計値） 5,945 5,883 5,826 5,784 5,772

被扶養者（推計値） 3,014 3,109 3,089 2,986 2,902

 

 

２ 特定保健指導 

 

組合員＋被扶養者 （人）

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

40歳以上対象者 8,959 8,992 8,915 8,770 8,674

保健指導対象者計 1,867 1,907 1,892 1,901 1,871

実施率（％） 14 20 30 37 45

実施者数 270 385 560 700 850   

 

第五 特定健康診査等の実施方法  

  

１ 実施の方法 （別表 1） 

① 特定健康診査 

・組合員については、労働安全衛生法に基づく定期健康診断（事業主健診） 

の健診結果又は当共済組合が契約する人間ドック健診機関における人間ド 

ックの健診結果の授受により特定健康診査の実施とみなす。 

・被扶養者については、集合契約により健診委託した市町国保が実施する集 

団健診及び個別健診による特定健康診査の実施機関により実施。 

② 特定保健指導 

特定保健指導については、「標準的な健診・保健指導プログラム」第 3編 

第 6章の考え方に基づくアウトソーシング先とする。 

 

２ 実施項目 

実施項目については、「標準的な健診・保健指導プログラム」第 2編第 2章に

記載されている健診項目（検査項目及び質問項目）とする。（別表 2） 
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３ 実施時期 

実施時期について、特定健康診査は通年実施し、特定保健指導については、 

健診実施後に階層化を行い、特定保健指導実施から 6カ月経過後（最長翌年の 9 

月末まで）までとする。 

 

４ 契約形態 

① 特定健康診査 

代表保険者を通じて健診委託契約を結び、被扶養者に係る集合契約に関す 

る、健診等費用の決済及びデータの授受の代行機関として佐賀県社会保険診 

療報酬支払基金を利用して決済を行い、全国での受診が可能となるよう措置 

する。 

② 特定保健指導 

     「標準的な健診・保健指導プログラム」第 3 編第 6 章の考え方に基づきア 

ウトソーシングする。 

 

５ 受診券・利用券の交付方法等 

    ① 受診券の交付 

・組合員への受診券の交付は行わない。 

・被扶養者については、住所の把握をしていないため、所属所に在職する組 

合員を通じて対象者に配布する。 

    ② 利用券の交付 

利用券の交付については、直接対象者へ送付する。（被扶養者の住所の把 

握については、受診券の裏面に住所を記入することとなっており、住所デー 

タも健診データファイルに格納され、当共済組合へ送付されるため住所情報 

が把握できるため。） 

      受診券又は利用券を使用する場合は、組合員証等を健診機関・指導機関に 

提示する。 

  

６ 周知や案内の方法 

当共済組合の機関誌・広報誌を組合員に配付して周知を図る。 

また、被扶養者に対しては、特定健康診査の実施にあたっては受診券を、特

定保健指導対象者に対しては、利用券を配付することにより、案内を兼ねて周

知を図ることとする。 
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７ 事業主健診等の健診データの受領方法 

特定健康診査等データについては、国の定める電子的な標準様式又は紙デー 

タで受領するものとする。 

  

８ 特定保健指導の対象者の抽出（重点化）の方法 

「標準的な健診・保健指導プログラム」記載の選定方法に準じて、指導対象

者を選定・階層化し、年齢が比較的若い対象者及び質問票の回答等により、生

活習慣の改善により予防効果が大きく期待できる者を明確にし、対象者を優先

に絞込みを行う。 

 

９ 実施に関する年間のスケジュールその他必要な事項 

   ・年度当初に、被扶養者に対し、受診券と一緒に案内用チラシを同封し発送す 

る。（利用券の発行については、年間を通じて随時発送する。） 

   ・年度後半に、来年度の実施計画及び予算を作成し、来年度の契約等を検討す 

る。 

   ・月間スケジュールとして、支払基金より送信される健診データの資格チェッ 

ク、特定健康診査等に係る健診料等の支払、所属所から送付される健診結果に 

基づき、特定保健指導対象者抽出のための階層化・重点化等を行う。 

 

第六 個人情報の保護  

 

１ 健診・保健指導データの保管方法や管理体制、保管等 

   特定健康診査等データについては、当共済組合の特定健康診査等システムに 

最低 5年間は管理・保管する。 

 

２ 記録の管理に関するルール 

当共済組合は、佐賀県市町村職員共済組合個人情報保護に関する規定を遵守 

する。 

   当共済組合及び委託された健診機関・保健指導機関は、業務によって知り得

た情報を外部に漏らさない。 

   当共済組合のデータ管理者は、個人情報保護管理者である事務局長とする。

また、データの利用者は当共済組合の特定健康診査等事務に従事する職員に 

限る。 

   外部委託に際しては、個人情報の厳重な管理や目的外使用の禁止、データ利
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用の範囲・利用者等を契約書に明記するとともに、委託先の契約遵守状況を管

理する。 

 

第七 特定健康診査等実施計画の公表及び周知  

   本計画の周知については、当共済組合のホームページに掲載する。 

 

第八 特定健康診査等実施計画の評価及び見直し  

   当計画については、毎年実施に基づき評価する。 

   また、平成 23 年度に 3年間の評価を行い、目標と大きくかけ離れた場合そ 

の他必要がある場合には見直すこととする。 

 

第九 その他  

    所属所との連携については、特定健康診査等を円滑に実施していく上で、所 

   属所との緊密な連携・協力体制を構築しておくことが必要不可欠であり、主に 

次の点について説明会等で連携・協力体制を要請する。 

   ①事業主健診の結果の受領 

     組合員の事業主健診の結果を、健診終了後 1ヶ月以内に所属所から当共済 

組合へ送付依頼する。 

   ②被扶養者への受診案内 

     受診券・利用券の交付方法にも記載したとおり、被扶養者の住所地を把握 

    していないため、受診券の直送が困難なため、所属所・組合員を通じて被扶 

養者に手渡しできるよう依頼する。 
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（別表1）

特定健康診査・特定保健指導受診方法（予定）

＜組合員＞
①事業主（所属所）が実施する労働安全衛生法に基づく健康診断を受診

②共済組合が実施する人間ドックを受診

組
合
員

共
済
組
合

契約
特
定
保
健
指
導
委
託
機
関

受診 ①事業主 健診結果

（所属所）が実施

組
合
員

健診結果 する健康診断 結果通知 情報提供
（階層化）

指導
動機づけ支援

指導
受診 ②人間ドック 健診結果 積極的支援

（共済組合が契約
健診結果 する医療機関）

指導結果報告

＜被扶養者＞
①全国的な健診機関グループの利用
地方公務員共済組合協議会が日本病院会等の各健診団体と集合契約した医療機関で特定健康診査を受診

②市町村国保の特定健康診査の実施機関を利用

佐賀県及び被扶養者が居住する県の被用者保険の代表保険者が地区医師会等と集合契約した医療機関で受診

①の受診方法

被
扶
養
者

受診券の発行

共
　
済
　
組
　
合

傘
下
の
医
療
機
関

日
本
病
院
会

、
日

本
ド

ッ
ク
学
会
等

地
方
公
務
員
共

済
組
合
協
議
会

実施指示 契約の委任

受診

被
　
扶
　
養
　
者

特

定

保

健

指

導

委

託

機

関

結果通知

②の受診方法

被
扶
養
者

受診券の発行

医
療
機
関

（
医
師
会
会
員

）

地
区
医
師
会
等

佐
賀
県
・
他
県

の
代
表
保
険
者

実施指示 契約の委任

受診

結果通知 集合契約

指導結果
報告

指導結果報告

※１　地方公務員共済組合協議会

共済組合制度の健全な発展と組合員および年金受給者の福祉の向上を図ることを目的に設立され、市町村職員共済組合等の地方公務員
グループで構成されている。
※２　佐賀県・他県の代表保険者

各県に医療保険者（国民健康保険のほか、市町村職員共済組合をはじめとする共済組合、政府管掌保険及び健康保険組合）で構成される
保険者協議会を設置し、被用者保険の代表保険者を決定。佐賀県は政府管掌保険（佐賀県社会保険事務局）が選任されている。

‐8‐

社会保険診療報酬支払基金健診結果 健診結果

　委託

集合契約

社会保険診療報酬支払基金
健診結果 健診結果 社会保険診療報酬

支払基金

佐賀県・他県
の代表保険者

利用券の
発行

通知
（階層化） 動機づけ

支援

情報提供

積極的
支援

指導

指導

※１

※２

委託

集合契約



平成２０年度からの特定健診・保健指導の概要

平成２０年度からの特定健康診査・特定保健指導の義務化により、４０歳以上７５歳未満の組合員・
被扶養者（任意継続組合員を含む）については、共済組合の指示により受診していただくことになります。

　概要は下の図のようになりますが、被扶養者等の受診方法や、特定保健指導の実施などの詳細につい
ては検討中です。

対象者 ４０歳～７４歳の組合員 ４０歳～７４歳の被扶養者

共済組合の指示により健診機関等で
受診(受診券の発行）

特定健診
(計画に基
づき実施）

労働安全衛生法により
義務付けられている事業主実施の健診を受診

＝
特定健診とみなされる

健診結果データの集積

○内臓脂肪蓄積に着目してリスク判定

･腹囲　男性85ｃｍ以上、女性90ｃｍ以上→ (1)

･腹囲　男性85ｃｍ未満、女性90ｃｍ未満　かつ　ＢＭＩ25以上→ (2)

＜ＢＭＩ＝体重（ｋｇ）÷{身長（ｍ）×身長（ｍ）｝
　　　　　　　；身長160ｃｍの場合64.0ｋｇ、170ｃｍの場合72.25ｋｇでＢＭＩ25以上該当＞

○追加リスク

①血糖 a 空腹時血糖100ｍｇ/dl以上　または ｂ ＨｂＡ１ｃの場合5.2％以上 またはｃ
判定・選定 ②脂質 a 中性脂肪150ｍｇ/dl以上　 　または ｂ ＨＤＬコレステロール40ｍｇ/dl未満 またはｃ
と階層化 ③血圧 a 収縮期血圧130ｍｍＨｇ以上 または b 拡張期血圧85ｍｍＨｇ以上 またはｃ

④質問表　喫煙歴あり（①～③のリスクが１つ以上の場合のみカウント）
　　＜①～③における「ｃ」：薬剤治療を受けている場合（質問表より)＞

○ステップ１・２から保健指導対象者をグループ分け

ステップ１の ステップ２の追加リスクの数
○：情報提供レベル
□：動機づけ支援レベル
△：積極的支援レベル

リスク区分 0 1 2 3以上
(1) の場合 ○ □ △ △
(2) の場合 ○ □ □ △

○グループ分けの例外

・血圧、血糖、コレステロールを下げる薬を服薬中の者は、特定保健指導の対象者としない
・前期高齢者（６５歳以上７５歳未満）は、積極的支援の対象となった場合でも動機づけ支援とする

健診結果
情報提供

健診結果
情報提供特定

保健指導
健診結果
情報提供 動機づけ支援 積極的支援

（原則１回） （３～６ｶ月支援）

評　価
○アウトプット（事業実施量）評価：実施回数や参加人数等
○アウトプカム（結果）評価：糖尿病等の有病者・予備群の減少率・保健指導効果の評価
○プロセス評価等　　　○健康度の改善効果と医療費適正化効果等
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ステップ１

ステップ２

ステップ３

ステップ４

利用券
の発行

　対象者ごとの評価



　平成20年度からの所属所の定期健康診断項目等一覧

事業主健診 付加健診

（Ａ） （Ｂ） （Ｄ） （Ｅ）

質問 ○ ○ ○
身長 ○ ○ ○
体重 ○ ○ ○
ＢＭＩ ○ ○ ○
腹囲 ○ ○ ○
視力 ○ ○
聴力 ○ ○
理学的検査（身体診察） ○ ○ ○
血圧測定 ○ ○ ○
胸部Ｘ線 ○ ○
喀痰検査 □ □
中性脂肪 ○ ○ ○
ＨＤＬコレステロール ○ ○ ○
ＬＤＬコレステロール ○ ○ ○
空腹時血糖 ■ ■ ○
ヘモグロビンＡ１Ｃ ■ ■ ○
ＧＯＴ ○ ○ ○
ＧＰＴ ○ ○ ○
γ－ＧＴＰ ○ ○ ○
赤血球数 □ ○ ○
血色素量 □ ○ ○
ヘマトクリット値 □ ○

糖 尿糖 ○ ○ ○
腎 尿蛋白 ○ ○ ○

心機能 心電図検査 □ ○ ○
眼底検査 □
尿素窒素 ○
血清クレアチニン ○

痛風 血清尿酸 ○
炎症 白血球 ○

血小板 ○
総ビリルビン ○
総蛋白 ○
ＡＬＰ ○
ＺＴＴ ○
Ａ／Ｇ比 ○
ＬＤＨ ○
コリンエステラーゼ ○
アルブミン ○

膵臓 アミラーゼ ○
便 大腸 便潜血（２日法） ○
尿 尿潜血 ○

○･･･必須項目

□･･･医師の判断に基づき選択的に実施する項目

■･･･いずれかの項目の実施で可

（Ａ）特定健康診査･･･高齢者の医療の確保に関する法律の規定による40歳以上75歳未満の者を対象に実施する健診項目

（Ｂ）労安法規則･････労働安全衛生法規則の規定による事業者（所属所）が実施する定期健康診断項目

（Ｃ）所属所の定期健康診断･･･全組合員（人間ドック受診者を除く）を対象に実施計画する健診項目

（Ｄ）事業主健診･･･(Ｃ)の所属所が計画実施する定期健康診断のうち、実施義務・費用負担が所属所にある健診項目

（Ｅ）付加健診･････(Ｃ)の所属所が計画実施する定期健康診断のうち、共済組合の費用負担となる特定健康診査の項目を

　　　　　　　　　　　含む18検診項目を事業主健診に付加して実施した場合に生活習慣病予防検診助成として助成する検診

　　　　　　　　　　　項目

※ 特定健康診査の眼底検査の対応については、21年度以降になります
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血

労安法規則

（別表２）

所属所の定期健康診断（Ｃ）

診
察
等

身
体
計
測

検査項目
特定健康診査


	
	20.1.27
	
	Sheet1





